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1. はじめに
近年，open science（オープンサイエンス）とよばれ

る潮流が世界で広がりつつある．2016年に内閣府で閣
議決定された第 5期科学技術基本計画（2016～2020年
度）においても，「オープンサイエンスの推進」が謳わ
れており，オープンイノベーションの重要な基盤として
期待されている [1]．さらに科学技術振興機構（JST）は
2017年に「オープンサイエンス促進に向けた研究成果
の取扱いに関する JSTの基本方針」および，その方針に
基づく「運用ガイドライン」を公表した．後述するよう
にオープンサイエンスが射程とする領域は多岐にわたる
ため，さまざまな学会で関連セッションが開かれること
も多くなっている．最近では，筆者が知る限り日本初の
オープンサイエンスに関する包括的なカンファレンスと
なる「Japan Open Science Summit 2018」が国立情報
学研究所を主催として 2018年 6月 18日・19日に開催さ
れ，国内で関心が高まっていることがうかがえる．
そもそもオープンサイエンスという用語には 30を超

えるコンセプトが含まれることがあり [2]，現時点ではさ
まざまな視点が存在し統一された定義はない．その中で
経済協力開発機構 (OECD)はオープンサイエンスの主
要な概念を�open access（オープンアクセス），�open

data（オープンデータ），�open collaboration（オープ
ンコラボレーション），と大別した [3]．そしてその価値
をつぎのように説明している [4]．
□ オープンサイエンスによって，研究成果のより正
確な検証が促進される．科学技術と情報技術を組
み合わせることで，社会的利益のために科学的な
調査や発見を加速することができる．

□ オープンサイエンスによって，研究関連資料・試
料の収集，作成，移送，再利用における無駄な重
複が減る．

□ オープンサイエンスによって，研究予算が厳しく
なる現代において生産性の向上につながる．

□ オープンサイエンスによって，イノベーションの
可能性が拡大し，公共的資金で行った研究にもと
づく選択の幅が広がる．
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□ オープンサイエンスによって，科学に対する市民
の信頼性が向上する．科学への市民の関与が拡大
すると，研究活動における実験やデータ収集に市
民が積極的に参加するようになる．

オープンサイエンスの背景にはインターネットの拡大
やハードディスクの劇的な容量増加など情報通信技術の
目覚ましい発展がある [3]．歴史的には，「オープン」とつ
く用語はオープンサイエンスが現れる以前から使われて
いる．1998年にOpen Source Initiativeが設立されオー
プンソースという言葉が用いられ，2000年頃からオープ
ンアクセス，さらにその後オープンデータへと広がって
いった．さらに公開された情報をもとに多様な協働が生
まれ，これらの「オープンな文化」が学術界に及ぼす影
響を指して事後的にオープンサイエンスと総称している
といえるだろう．最近，オープンサイエンスという総称
を目にする頻度は高まりつつあるが，オープンアクセス
やオープンデータに関して個別の議論が交わされること
が多い．こうした状況を，北本朝展氏（国立情報学研究
所）は「同床異夢」と表現した [5]．つまり，オープンサ
イエンスに対して社会の期待は高まっているものの，そ
の期待の対象は学術雑誌，データ，市民参加による研究
など千差万別であり，それぞれに主体も実現方法も異な
る．そこで本稿では，個別の議論になりやすいオープン
サイエンスについてOECDの分類に従って来歴と現状
を概説し，さらにその将来展望について私見を交えて述
べる．

2. オープンアクセス
オープンアクセスとは，学術雑誌や論文が無償かつ自

由にインターネットを通じて誰もが閲覧できるよう公開
することを指す．open accessという言葉が本来もつ意
味から，広義には論文を含む学術情報全般への自由なア
クセスを指すこともあるが，これは次章のオープンデー
タで説明する．オープンアクセスの世界的な動きは 2002

年に提唱された Budapest Open Access Initiative（ブ
ダペスト・オープンアクセス・イニシアティヴ，BOAI）
に端を発する．これは 90年代に起こった大手出版社の
学術誌高騰への反発であったとされる．BOAIはオープ
ンアクセスの基本的な概念を提唱し，以後それをベース
に主要な方針を発信してきた．現在オープンアクセスの
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主要な形態は，Gold open access（ゴールド・オープン
アクセス）と，Green open access（グリーン・オープ
ンアクセス）である．前者は著者が論文投稿料として費
用を支払うことで，読者が無償かつ自由に論文を閲覧で
きることを指す．後者はセルフアーカイブともいわれ，
出版される最終バージョンより前の著者原稿をリポジト
リで保存・公開する．これを実現するために，大学など
研究機関は「機関リポジトリ」を構築している（後述）．
BOAIが最初に提唱された 2002年から 10年経った 2012

年に，その振り返りが行われ，改めてつぎのようにオー
プンアクセスが定義されている [6]．
“ [ピアレビューされた研究文献]への「オープンアク
セス」とは，それらの文献が，公衆に開かれたインター
ネット上において無料で利用可能であり，閲覧，ダウン
ロード，コピー，配布，印刷，検索，論文フルテキスト
へのリンク，インデクシングのためのクローリング，ソ
フトウェアへデータとして取り込み，その他合法的目的
のための利用が，インターネット自体へのアクセスと不
可分の障壁以外の，財政的，法的また技術的障壁なしに，
誰にでも許可されることを意味する．複製と配布に対す
る唯一の制約，すなわち著作権が持つ唯一の役割は，著
者に対して，その著作の同一性保持に対するコントロー
ルと，寄与の事実への承認と引用とが正当になされる権
利とを与えることであるべきである．”
オープンアクセスに関する議論と実践は 10年以上続

けられており，対応する機関リポジトリやオープンアク
セス誌が普及している．一方で普及の結果として学術
界と出版業界との摩擦は激しくなっている側面があり，
分野によってはトップクラスの研究者が高インパクトの
有料誌への投稿をボイコットする事例も生じている [7]．
最近ではMachine Learningの分野において有料の新し
い『Nature』姉妹誌『Nature Machine Intelligence』へ
のボイコットが発生している．さらに顕著な対立例と
しては，有料の論文のペイウォールを回避するサイト
「Sci-Hub」がある．現在の著作権法から鑑みて違法性は
高く，エルゼビアなど出版社から数多の訴訟を起こされ
賠償金の支払いやドメイン差し止めの命令が下されてい
る．しかしドメインを変更しつつ現在でも運用されてお
り，中国，インド，イランなど，学術雑誌へのアクセス
が制限されている国からの利用が多い [8]．このように
オープンアクセスを推進する一部研究者と既存の学術出
版のビジネスモデルをとる出版社との摩擦は高まってい
るが，その一方でオープンアクセスに即したビジネスモ
デルを構築している学術誌もある．その最たる例が非営
利団体PLOSによって運営されているゴールド・オープ
ンアクセスの学術誌群である．なお，一時は年間 3万本
以上の論文を掲載していた同誌だが，その掲載数は減少
傾向にあるとも指摘されている [9]．現在では大手出版社
もオープンアクセスに対応する雑誌を刊行し，オープン
アクセスの世界的な流れは続いている．

グリーン・オープンアクセスの代表例は物理学・数
学を中心とした自然科学分野のリポジトリ「ArXiv」
である．「ArXiv」がコーネル大学図書館によって運営
されているとおり，グリーン・オープンアクセスにお
いては図書館の果たす役割が大きい．日本でもオー
プンアクセスへの対応を打ち出す機関があり，京都大
学では図書館機構が中心的役割を担い 2015 年に「京
都大学オープンアクセス方針」が採択された．同大学
教員が生み出した学術論文等の研究成果を，「京都大
学学術情報リポジトリ Kyoto University Repository

for Navigating Academic Information（KURENAI）」
（サービスは 2006年開始）によりインターネット上で原
則公開することを定めている [10]．個々の機関がリポジ
トリを運用しているなかで，全世界の機関リポジトリを
横断的に検索可能なサービスも存在する（CORE [11]）．
ゴールド／グリーンにかかわらず，オープンアクセスの
現在を知りたい読者は，国立国会図書館が運営するカレ
ントアウェアネス・ポータルを参照されたい [12]．

3. オープンデータ
オープンデータとは，誰でも自由に使用，再利用，配

布できるデータを指す．2004年にOECDに加盟するす
べての国が，公的資金による研究から生じたデータへの
アクセスを促進する宣言に署名した [13]．さらに「オー
プン」の定義は Open Knowledge Foundationが 2005

年に提唱しており次の通り要約されている [14]．
“出自とオープン性維持の評価のため，あらゆる人が
対象のデータを自由に閲覧し，利用し，修正し，そして
共有できることを 知識/knowledge がオープンであると
する．その際に掛けられる制限は，出自情報やオープン
さの保持を考慮する程度に留められる．”
オープンデータの先駆的かつ大規模な例は，1988年

に設立された米国 National Center for Biotechnology

Information（国立生物工学情報センター，NCBI）によ
る遺伝子やタンパク質などの生命科学関連データベース
群であろう．NCBIは米国国立衛生研究所 (NIH)傘下の
組織であり，NIHが助成する研究の成果となるデータ
はNCBIにおける公開を義務付けられている [15]．義務
化当初は公開に対して研究者から反発があったものの，
現在では生命科学分野において必要不可欠なツールと
なっている．なお，日本においても国立遺伝学研究所の
DDBJセンターやライフサイエンス統合データベース
センター (DBCLS)が，独自の活動と世界中の協力機関
との情報共有によって高い完成度で生命科学関連データ
ベース群を整備している．筆者は一時期生命科学分野の
研究に携わっていたが，研究成果がまとまった後には配
列情報を公開して当然という共通認識があったことを覚
えている．このオープンデータに関する情報基盤と共通
認識が生命科学分野を飛躍的に発展させた背景であると
もいえるだろう．一方，これまでオープンデータが推進
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されてこなかった分野でデータを収集・公開する場合，
生命科学分野と同様に反発が予想される．誤解に基づく
意見に対しては丁寧に説明し [16]，さらに助成団体によ
る公開を義務化することでオープンデータへの一歩を踏
み出すことができるだろう．
オープンデータが関わるセクターは学術界に限らず，

行政・自治体，NPO・NGO，企業，市民などが想定さ
れる．NPO・NGOや市民が関わるオープンデータの好
例は「OpenStreetMap」とよばれるフリーで利用可能
な地図情報データのプロジェクトである [17]．誰でも自
由に参加して，誰でも自由に編集でき，誰でも自由に利
用することができる．「OpenStreetMap」は学術的側面
があるものの，研究を目的としたプロジェクトではない．
したがって，オープンデータはオープンサイエンスの要
素の一つと考えられるが，すべてのオープンデータ関連
プロジェクトがオープンサイエンスに含まれるわけでは
ないだろう．学術目的ではないオープンデータとしては，
行政・自治体による open government data（オープン
ガバメントデータ）も，活用例として着目に値する．た
とえば「FarmPlenty」はアメリカ合衆国農務省によって
作成されているデータベースで，半径 5マイルごとの穀
類の生育状況に関する経時情報が地図上に表示される．
これは農家にとって生産高を予測・調整する指標となる．
オープンデータを支える要素として，そもそも研究活

動から生み出されるデジタルデータ（以後，「研究データ」
とする）を安定的に保存・管理し，利活用する技術基盤
が必要である．近年は日本医療研究開発機構 (AMED)

や新エネルギー・産業技術総合開発機構 (NEDO)など，
研究データの明示的な管理を義務化する助成団体があ
り，JSTもCRESTやさきがけの一部のプログラムにお
いて研究データの管理を義務化している．これら公的資
金の助成団体は，産出される研究データの内容や保存方
法，データを取り扱う者（データサイエンティストまた
は委託者など）に関する計画をData Management Plan

（データマネジメントプラン）として提出するよう求め
ている．しかし多くの研究者はデータマネジメントプラ
ンを効果的に作成し，データを安定的に運用できるわけ
ではない．そこで国立情報学研究所は研究データの保存，
公開，検索の各段階における情報基盤の開発を目的とし
てオープンサイエンス基盤開発センターを 2017年に設
立している．さらに，データマネジメントにおけるリテ
ラシ向上を目的としたオンライン教材を，オープンアク
セスリポジトリ推進協議会が作成・公開している [18]．
こうして適切に保存・管理されたデータのうち公開可能
なものについては公開するという可能性において，安定
的なデータマネジメントを基盤としてオープンデータが
成立するともいえるだろう．

4. オープンコラボレーション
オープンコラボレーションは，各種セクター（学術界，

産業界，市民など）間またはセクター内での協働的な研
究活動を指す．したがってその主体と手法は千差万別で
あり，明確な定義は困難である．筆者としては，オープ
ンアクセスやオープンデータ，また日々発展するオープ
ンな情報通信技術に基づくあらゆる研究上の協働がオー
プンコラボレーションに含まれると考える．なかでも，
専門的な研究活動を日常的に行っていない市民（以後，
単に市民とする）が科学研究に部分的に参加する新た
な研究方法が生まれている．具体的には，市民が資金を
援助する crowdfunding（クラウドファンディング）や，
作業リソースを供与する crowdsourcing（クラウドソー
シング）など新しい科学の方法について述べる．なお，
市民が科学研究に参加する形態を指して従来は「市民科
学，シチズンサイエンス」という言葉が用いられており，
クラウドソーシングは情報通信技術によって可能になっ
た新しい型のシチズンサイエンスといえる．これを林和
弘氏（科学技術動向研究センター）は「webの情報流通
基盤が生み出したオープンサイエンスの文脈からシチズ
ンサイエンス（市民科学）を捉え直」すと表現している
[19]．シチズンサイエンス自体はオープンサイエンスが
提唱される以前から存在するため，新しい型とはいえシ
チズンサイエンスをオープンサイエンスに含めるかどう
かは意見の分かれるところである．しかしOECDがオー
プンサイエンスの基本的な考えとして市民の関与を明記
しているため [3]，本稿ではその側面について述べたい．
クラウドファンディングは，先進的・実験的な製品の

開発費を集めるために（おもに小規模ベンチャー企業が）
実施することが多い．学術界ではクラウドファンディン
グを研究費の獲得方法の一つとして活用する研究機関ま
たは研究者が現れており，専用のプラットフォームも発
展してきている．米国の「experiment」は世界最大のプ
ラットフォームであり，2018年 8月時点で総額 8億円以
上を集めている．日本ではアカデミスト株式会社が学術
研究に特化したサービスを 2014年に開始し，これまで
に 7,000万円以上を集めた．さらに 2016年に徳島大学が
主導して一般社団法人大学支援機構を設立し，Otsucle

というクラウドファンディングプラットフォームを開設
した．クラウドファンディングは目新しさもあり注目さ
れているが規模はまだ小さく，たとえば科学研究費補助
金の単年度予算が 2,284億円（平成 29年度）であること
を考えるとクラウドファンディング自体の意義について
疑問視する声も出てくるだろう．しかし，クラウドファ
ンディングはつぎのようなケースで有用であると考える．
�公的助成金を得にくい初期段階の研究，�広報や科学
コミュニケーションの観点から市民の関与を広げたい研
究，�研究のタイミングが年に一度の助成金公募に合わ
ない場合，�助成金で認められる使途に合致しない場合，
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などである．たとえば，榎戸輝揚氏（京都大学）は雷雲
ガンマ線の研究を始めるにあたり科研費を得られなかっ
たためクラウドファンディングに挑戦した．得られた資
金を元に実験機器のプロトタイプを開発し，さらに取得
したデータの分析に市民が参加できるウェブサイトも構
築した．この予備的な研究活動を元に科研費に申請，採
択されて研究を拡大し，その最終的な成果は『Nature』
に掲載された [20]．クラウドファンディングが新たな研
究スタイルの一つとなる可能性を感じる事例である．
資金ではなく，作業リソースを提供するクラウドソー

シングも着目に値する．その仕組みは学術界に限らず
利用されており，インターネットを通じて膨大なタスク
を不特定多数の参加者（場合によって特定の個人）が
処理する方法を指す [21]．学術界における好例は米国の
「Galaxy Zoo」である．市民が膨大な数の銀河の画像を
ブラウザ上で分析し，その形状などを送信することで研
究に用いるデータとなる．2015年時点で 16.5万人以上
の市民が参加して約 89万枚の画像を分析し，その結果
を元に 50本以上の学術論文が出版されている [22]．その
中には，天文学を専業としない市民が発見した銀河に関
する成果や市民が発見した黒点記録を専門家が解析した
成果も含まれる [23, 24]．なぜ市民が「Galaxy Zoo」に
参加するのか，その動機を調べたアンケート調査結果の
上位三つは，当該研究への貢献（全回答のうち 39.8%），
天文学に元々興味があった（12.4%），誰も見たことが
ない銀河を見ることができる（10.4%），である [25]．市
民が貢献意欲や知的好奇心によってクラウドソーシング
に参加していることがうかがえる．日本では，古典籍に
くずし字で記述された地震現象をウェブ上でテキスト化
する「みんなで翻刻」（京都大学古地震研究会）が成果
を出している．これまでに 500 万文字以上が翻刻され，
地震研究に有用なデータとなっている [26]．こうした成
果は大学等研究機関に所属する研究者だけでは達成し得
なかった，もしくは膨大な時間がかかるものである．し
たがって多くの市民に参加してもらうためには，参加者
の動機を適切に喚起し，参加者を飽きさせないウェブア
プリケーションを設計する必要があるだろう．筆者は共
同研究者とともにクラウドソーシングのプロジェクトを
調査し，通常よりも多大な貢献を見せるスーパーボラン
ティアとよばれる参加者や，参加者同士が互いに意見交
換するための議論スペースが目標達成に重要であるとの
示唆を得ている [27]．このようにクラウドソーシングは
少数の専門家だけでは対応できない膨大なデータを不
特定多数の市民が収集または分類・解析するような研究
に向いている．現在では機械学習に基づく画像分析技術
の発達も目覚ましいが，人による解析がすぐに不要にな
る状況は考えにくく，先端技術を取り込みつつクラウド
ソーシングは発展していくだろう．
なお，「Galaxy Zoo」や「みんなで翻刻」は専門家が

主導しており，非専門家たる市民は作業リソースの提供

第 1 図 研究プロセスに広がるオープンサイエンスの可能性

に留まる．一方，市民が企画・立案し，専門家が相談に
乗る形で参加し，データ収集や解析，成果の公開まで市
民が行うプロジェクトも存在する．東日本大震災直後に
開始された「Safecast」がそれにあたり，空間放射線量
を市民が計測し，データはウェブ上で公開されている．
マサチューセッツ工科大学メディアラボ所長の伊藤穰一
ら 3名が中心となって立ち上げられたが，彼らは放射線
については非専門家だった．このタイプの協働は市民が
自らの課題を定義するため，地域コミュニティがベース
になることが多い．

5. オープンサイエンスの展望
以上のように，オープンサイエンスは多岐にわたるコ

ンセプトの総称といえる．これらを研究プロセスに即し
て並べてみると，オープンサイエンスの幅広い射程が見
えてくる．研究活動を�構想，�資金獲得，�実験・調査
によるデータ収集とその解析，�科学的発見，�成果の
公開，と 5段階に大別してみる．この分類はすべての研
究分野にあてはまるわけではないが，全段階でオープン
サイエンスの影響が生じ得る（第 1図）．つまり，�構想
では非専門家の発案に基づく研究，�資金獲得ではクラ
ウドファンディング，�データ収集・解析ではクラウド
ソーシング，�科学発見を非専門家が成し，�成果の公
開ではオープンアクセスやオープンデータ，というよう
に新たな協働の可能性が増している．現在ではオープン
サイエンスといえば，オープンアクセスとオープンデー
タなどの学術情報基盤に関する話題が多く，それらだけ
でも十分に課題が山積している．しかし，その学術情報
基盤を整備する先には，多様なセクターが関与する可能
性が開かれている．その点において，オープンサイエン
スが専門家のみで行われていた科学の形態を変容し得る
インパクトを潜在的にもつことがわかるだろう．
このように科学が変容し得る状況を観察し整理するた

めに，筆者を含む有志は 2016年に「KYOTOオープン
サイエンス勉強会」を立ち上げた [28]．オープンサイエ
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ンスが学術界に及ぼすメリット・デメリットを整理し，よ
り良い科学・研究の未来を作る一助とするべく活動して
いる．オープンサイエンス関連プロジェクトの運営者ま
たは研究者を 1名招へいする「ミートアップ」を各月で
22回，数名招へいし市民参加型イベントを併せた「ワー
クショップ」を各年で 3回開催し，全イベントとも誰で
も参加可能である．たとえば第12回ミートアップ（2017

年 7月開催）ではWikipedia 日本語版の「オープンサイ
エンス」という記事を市民含む参加者 10名ほどで共同
執筆した．当勉強会はオープンサイエンスに関わる情報
発信のハブの一つとなることを目指している．
ここまで見てきたように，オープンサイエンスはオー

プンアクセス，オープンデータが情報基盤として整備
されつつあり，その利活用の実践としてオープンコラボ
レーションが発展している状況として概観することが可
能である．現在はオープンアクセスやオープンデータが
実務として進んでいることもあり，オープンサイエンス
の話題として取り扱われることが多いが，あくまでそれ
らは情報基盤である．公開された情報を誰がどのよう
に利活用するのか，オープンコラボレーションまでを包
括的に考えることが重要であろう．データや研究成果の
オープン化はその是非が常に問われ，盗用や軍事利用へ
の懸念など，研究内容によっては開示の適切な範囲を検
討する必要がある．その意味では，これまでアカデミア
に閉じられがちであった情報や研究活動について，何を
どこまでオープンにするのかという「オープン／クロー
ズ戦略」の策定がオープンサイエンス時代において重要
となるだろう．
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